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を作成している（表 4 - ₁ ）。ただし，データの入手状況や分析単位としての
妥当性を考慮して，各国の行政区分と異なる地理区分を用いている場合がわ
表 4 - ₁ 　アジア経済地理データセット（2005）で採用された行政区分
国・地域 行政区分のレベル 行政区分名 行政区分数
バングラデシュ 第 ₂級 地区 64
ブルネイ - 国 1
カンボジア 第 ₁級 州 24
中国 第 ₂級 自治州・県・自治県・市 342
香港 - 全域 1
インド 第 ₂級 県 579
インドネシア 第 ₂級 県・市 435
日本 第 ₁級 県 47
韓国 第 ₁級 特別市・広域市・道・特別自治道 16
ラオス 第 ₁級 県・首都 17
マカオ - 全域 1
マレーシア 第 ₁級 州・連邦直轄領 15
ミャンマー 第 ₂級 県 67
フィリピン 第 ₁級 地方 17
シンガポール - 国 1
台湾 第 ₁級 直轄市・省轄市・県 25
タイ 第 ₁級 県 76







表 4 - ₂ 　産業分類




008 食品・飲料・たばこ製造業 15　16 食料品・飲料・たばこ











017A 電子・電気機械器具製造業 30　31　32　33 電気機械
017B 一般機械器具製造業 29 その他製造業



















　IDE-GSM では，GEDA を ₇部門に再集計し，緯度経度などの情報を付加
してシミュレーションに用いている。 ₇部門は，農林漁業・鉱業，製造業
（自動車，電気機械，繊維製品・衣服，食料品・飲料・たばこ，その他製造業），






































　図 4 - ₂ にはそれぞれの地域に付随するデータ項目が示されている。主要
なものとして，面積（Area），地域名（Region），人口（Population），経度・緯
度（Longitude，Latitude），居住性（Hbitable）， ₇産業別 GRP とその合計，人
口などである。居住性とは，その地域・都市に人口があり，シミュレーショ


























　表 4 - ₃ は GEDA の人口についての基礎統計情報である。全1789地域の人
口の平均値は179.9万人，中央値は116.1万人となっている。これを EU の標
準的な地域分類である NUTS（Nomenclature of Territorial Units for Statistics）に
あてはめると，NUTS レベル ₂（ ₁地域当たり80万人から300万人）に相当する。
EU を NUTS レベル ₂で分割すると273地域となる。GEDA の地域数はその
6.5倍にあたる。
　各国の地域別人口の中央値を比較すると，最小はインドネシアの26.6万人，
表 4 - ₃ 　地域人口の基礎統計情報（2005年）
 （単位：1000人）
　 地域数 最小値 最大値 平均 中央値 標準偏差
日本 47 607 12,577 2,718 1,753 2,596 
韓国 16 532 10,415 2,955 1,855 2,899 
中国 342 79 31,700 3,763 3,331 2,910 
台湾 25 10 3,737 911 560 857 
インドネシア 435 12 8,821 505 266 686 
タイ 76 177 6,800 855 647 835 
フィリピン 17 1,475 11,065 4,954 3,824 2,946 
マレーシア 15 90 4,738 1,765 1,529 1,218 
ベトナム 61 299 5,912 1,336 1,134 889 
カンボジア 24 30 1,934 576 542 492 
ラオス 17 87 847 331 288 218 
ミャンマー 67 43 2,137 827 774 564 
インド 579 7 14,431 1,798 1,471 1,518 
バングラデシュ 64 290 8,080 2,028 1,795 1,326 
ブルネイ 1 380 380 380 380 
香港 1 6,936 6,936 6,936 6,936 
マカオ 1 488 488 488 488 
シンガポール 1 4,351 4,351 4,351 4,351 








　表 4 - 4 は地域面積についての基礎統計を国別に示したものである。各国
の中央値を比較すると，最小は台湾の1192平方キロメートル，最大はフィリ
ピンの ₂万418平方キロメートルとなる。
　表 4 - ₅ は GRP について基礎統計を国別に示したものである。各国の中央
値を比較すると，最小はラオスの ₁億米ドル，最大は日本の542億米ドルと
表 4 - 4 　地域面積の基礎統計情報（2005年）
 （単位：km2）
　 地域数 最小値 最大値 平均 中央値 標準偏差
日本 47 1,876 83,456 8,039 6,096 11,700 
韓国 16 501 19,026 6,226 4,640 6,208 
中国 342 460 470,954 28,821 12,909 55,768 
台湾 25 30 4,730 1,573 1,192 1,470 
インドネシア 435 2 44,450 4,364 2,168 6,266 
タイ 76 417 20,494 6,752 5,761 4,671 
フィリピン 17 620 31,877 20,034 20,418 7,021 
マレーシア 15 91 124,450 22,177 9,425 34,463 
ベトナム 61 823 16,499 5,140 4,684 3,723 
カンボジア 24 290 14,288 7,418 6,848 4,649 
ラオス 17 3,920 21,774 13,664 15,415 4,789 
ミャンマー 67 67 35,242 10,011 8,260 7,536 
インド 579 9 49,035 5,251 4,040 4,782 
バングラデシュ 64 716 6,116 2,306 2,053 1,178 
ブルネイ 1 5,765 5,765 5,765 5,765 
香港 1 1,104 1,104 1,104 1,104 
マカオ 1 28 28 28 28 
シンガポール 1 699 699 699 699 




　表 4 - ₆ は地域別人口密度についての基礎統計を国別に示したものである。
各国の中央値を比較すると，最小はラオスの21人 / 平方キロメートル，最大
はバングラデシュの942人 / 平方キロメートルとなる。




　表 4 - ₇ は地域別一人当たり GRP についての基礎統計を国別に示したもの
である。各国の中央値を比較すると，最小はミャンマーの180米ドル，最大
表 4 - ₅ 　GRP の基礎統計情報（2005年）
 （単位：100万米ドル）
　 地域数 最小値 最大値 平均 中央値 標準偏差
日本 47 18,897 879,000 101,777 54,222 139,945 
韓国 16 7,066 185,000 47,576 32,915 49,027 
中国 342 38 112,000 7,142 4,025 11,186 
台湾 25 173 57,842 13,291 6,930 14,871 
インドネシア 435 11 46,390 623 228 2,395 
タイ 76 199 50,427 2,320 906 6,015 
フィリピン 17 875 36,597 5,817 2,837 8,406 
マレーシア 15 603 27,407 8,253 6,050 7,235 
ベトナム 61 67 10,400 892 519 1,586 
カンボジア 24 15 1,519 269 204 321 
ラオス 17 19 711 166 100 176 
ミャンマー 67 5 619 179 162 152 
インド 579 29 40,379 1,252 692 2,444 
バングラデシュ 64 137 9,030 942 711 1,208 
ブルネイ 1 9,531 9,531 9,531 9,531 
香港 1 176,000 176,000 176,000 176,000 
マカオ 1 8,732 8,732 8,732 8,732 
シンガポール 1 117,000 117,000 117,000 117,000 
全地域 1,789 5 879,000 5,680 724 29,261 
（出所）GEDA より筆者作成。
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表 4 - ₆ 　地域別人口密度の基礎統計情報（2005年）
 （単位：人 /km2）
　 地域数 最小値 最大値 平均 中央値 標準偏差
日本 47 67 5,751 648 275 1,141 
韓国 16 88 16,221 2,205 642 3,987 
中国 342 0 2,662 364 265 350 
台湾 25 60 25,287 2,813 574 5,349 
インドネシア 435 1 70,528 1,144 151 4,120 
タイ 76 18 4,335 236 126 527 
フィリピン 17 76 17,861 1,273 187 4,278 
マレーシア 15 19 6,665 754 164 1,685 
ベトナム 61 35 3,416 491 261 603 
カンボジア 24 3 4,287 280 90 859 
ラオス 17 10 183 30 21 40 
ミャンマー 67 4 13,069 457 68 1,917 
インド 579 1 25,629 637 332 1,925 
バングラデシュ 64 65 5,519 995 924 694 
ブルネイ 1 66 66 66 66 
香港 1 6,283 6,283 6,283 6,283 
マカオ 1 17,751 17,751 17,751 17,751 
シンガポール 1 6,222 6,222 6,222 6,222 
全地域 1,789 0 70,528 749 262 2,576
（出所）GEDA より筆者作成。
は日本の ₃万2759米ドルで180倍以上の差がある。各国内で最小値と最大値
の比をみると，中国が ₁：475，インドネシアが ₁：417となり，この ₂カ国
が突出して高いが，これには天然資源を豊富に産出すると同時に人口が少な
い地域があることが影響している。











図 4 - ₃ 　地域別人口密度（2005年，人 / 平方キロメートル）
（出所）GEDA より筆者作成。
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表 4 - ₇ 　地域別一人当たり GRP の基礎統計情報（2005年）
 （単位：米ドル）
　 地域数 最小値 最大値 平均 中央値 標準偏差
日本 47 24,388 69,892 33,766 32,759 7,001 
韓国 16 10,422 29,168 16,134 14,242 4,894 
中国 342 70 33,200 1,895 1,283 2,424 
台湾 25 11,385 22,108 13,765 13,510 2,388 
インドネシア 435 99 41,263 1,230 732 2,666 
タイ 76 559 19,746 2,383 1,419 2,970 
フィリピン 17 289 3,307 971 837 669 
マレーシア 15 1,433 10,186 4,753 4,181 2,267 
ベトナム 61 199 7,168 597 396 900 
カンボジア 24 249 1,222 463 386 221 
ラオス 17 155 993 429 404 218 
ミャンマー 67 49 827 229 180 155 
インド 579 92 9,173 682 525 639 
バングラデシュ 64 317 1,118 422 383 138 
ブルネイ 1 25,069 25,069 25,069 25,069 
香港 1 25,375 25,375 25,375 25,375 
マカオ 1 17,887 17,887 17,887 17,887 
シンガポール 1 26,888 26,888 26,888 26,888 



















　道路網は，UNESCAP が提供している Asian Highway Map（UNESCAP 
2007）を再現できるように作成した（図 4 - ₅ ）3。Asian Highway として登録
されている道路は主要な国道であるため，これに該当しないルートについて
は，各国の地図から特定して収録している。道路は，都市と都市をつなぐル
ートとして定義されている。表 4 - ₈ はアジア各国の国内ルート数と国境を
跨ぐルートの数を示したものである。必然的に国土面積が大きな国はルート
数が大きくなっている。





集計したものを用いて港間ルートを作成した。表 4 - ₉ は各国別の港数を示
している。国土面積が大きい場合と，島嶼国では港の数が必然的に多くなっ
ている。アジア域内の海路についてはシンガポール大学物流研究所（Logistic 













































　アジア域外の海路については Lloyd’s List Intelligence の船舶動静データを

















































































Mode 道路 .. ₀ ，海路 .. ₁ ，空路 .. ₂ ，鉄道 .. ₃
Quality ルートの質。ルート速度を規定する
Oneway ルートを一方向にしか通行できない場合は１，それ以外は０の値をとる
Freight 人・貨物の両方を輸送可能 .. ₀ ，貨物のみ輸送可能 .. ₁ ，人のみ輸送可能 .. ₂
（出所）筆者作成。
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のように入手した。両消費額データは GTAP 8 Data Base から，GDP および
















lia-New Zealand FTA，ASEAN-China FTA，ASEAN-Japan Comprehensive Economic 
Partnership，ASEAN-Korea FTA，そして ASEAN-India FTA）。
　また，差分として計算された国別・産業別の非関税障壁に対して，国ペア
ごとにさらなる処置を施している。具体的には，Hayakawa and Kimura（2015）
に基づき，FTA メンバー間では ₆ ％ポイント低い値を設定している。また，
五つの ASEAN プラス・ワンの FTA メンバー間では，Hayakawa（2014）に
基づき，累積規定の効果としてさらに ₃％ポイント低い値を設定している。








バングラデシュ 589 488 126 132 218 311 17,933
ブルネイ 268 132 36 43 70 71 1,876
カンボジア 1,713 1,207 252 253 444 780 14,675
中国 176 220 62 69 111 130 3,352
インド 255 297 82 89 144 182 4,230
インドネシア 408 298 82 89 145 183 4,579
日本 106 59 10 17 32 18 2,127
韓国 179 97 23 31 53 45 2,356
ラオス 3,092 1,824 336 333 605 1,172 32,014
マレーシア 462 247 69 76 123 148 3,521
ミャンマー 1,524 787 185 188 319 512 30,744
フィリピン 433 371 100 106 174 232 7,745
シンガポール 46 0 0 0 0 0 1,690
台湾 218 124 32 40 66 63 3,478
タイ 324 283 78 85 138 173 3,253
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　製造業以外の産業別 GDP については，Hong Kong Annual Digest of Statis-
tics を用いた。製造業の分類は製造業全体の GDP を就業者数で按分した。
就業者数は香港政府の‟Cencsus and Statistics Department”から入手した
‟Number of establishments, persons engaged and vacancies （other than those in 
the Civil Service） analysed by 6-digit industry”の2005年版を用いた。‟Cenc-
sus and Statistis Department”のウェブサイトでは，Table E011に該当する。
3　人口
　香港政府の Census and Statistics Department 発行の Hong Kong Annual Di-
gest of Statistics に掲載されているデータを用いた。
4　面積







　GEDA の産業分類に合致する産業別 GDP のデータが得られなかったため，
該当するデータを Industrial Survey から作成した。Industrial Survey で，分
類がされていない製造業の部門については，その他に含まれる。
3　人口・面積
　Year book of Statistics に記載されている推計された2005年末の人口，およ




























ただし，GRPi は i 県における GRP，POPi は i 県における人口，GDP は台湾












　韓国の行政区分は，第 ₁級行政区分として ₁特別市・ ₆広域市・ ₈道・ ₁
特別自治道の計16区分となっており，これを地理区分として採用している。
2　産業別 GRP
　農業，その他（製造業は含まない）の地域別 GRP は，Gross Regional Do-
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mestic Product and Expenditure から業種別に入手可能である。しかしながら，
細かい製造業レベルの地域別 GRP は利用可能でないため，Report on Mining 
and Manufacturing Survey を用いて，地域別・製造業業種別の付加価値構成
比を計算し，これを基に地域別製造業 GRP を按分した。
3　人口
　人口については，Population and Housing Census Report の地域別人口数を
使用した。
4　面積





































　BPS から購入した“Economic Census 2006”を利用したが，公表データで
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は Yearbook of Statistics 2007 のデータを用いている。
4　面積
　BPS から購入した“Economic Census 2006”を利用したが，公表データで






　製造業以外の県別業種別 GRP は，“Gross Regional and Provincial Product”
から入手可能である。しかしながら，細かい製造業レベルの県別 GRP は利




　The 2010 Population and Housing Census を用いることで，県別人口数を作
成した。
4　面積








て い る 州 別 GRP（“National Accounts Gross Domestic Product （GDP）, By State 
2005-2010”）である。この段階で，GRP は10部門に分割されている。製造業
については，マレーシア統計局より入手した，州別に集計された‟Annual 
Survey of Manufacturing Industries（ASMI）”における付加価値額（Value Add-
ed）を用いて按分し，部門分割を行った。これにより，製造業を GEDA の
産業分類に沿った16分類に分割することができた。一方，サービス業につい
ては，GSM 共通産業分類よりも粗い。具体的には，（020）Electricity, gas, 
and water supply と（022）Trade and transport, Communication，（023A）Ac-
commodation and food service activities と（023C）Other Services，（023B）Fi-




　マレーシア統計局（Department of Statistics, Malaysia）の“Population Quick 
Info”のデータを用いた。
4　面積







　Brunei Darussalam Statistical Yearbook 2005 により，2005年の産業別 GDP
を作成した。ただし，製造業が ₁部門となっているため，2002年に行われた
Economic Census の結果から産業別の付加価値額を用いて製造業を GEDA
の産業分類に近づけるように按分している。ただし，（012）Chemical and 
pharmaceutical Products と（014）Plastic and Rubber products，（018A）Motor 
vehicles と（018B）Other transport equipment，（023A）Accommodation and 
food service activities と（023C）Other Services を分離できなかった。
3　人口
　Brunei Darussalam Statistical Yearbook 2005 のデータを用いた。
4　面積









　フィリピンの地域別 GRP を作成する際には，NSCB ウェブサイトから入
手できるデータにより，地方レベルの GRP を農林漁業 / 製造業 / サービス
業の ₃部門にまでは分割できる。これからさらに産業を分割していくために
は，Annual Survey of Philippines Business and Industry（ASPBI）を用いる必要
がある。ASPBI では，各地域別に，PSIC ₃ 桁レベルで，売上高，付加価値，
雇用者数などを知ることができる。ASPBI は製造業のほかに，農林水産業
やサービス業についても冊子が発行されている。基本的に付加価値額を使っ
て GRP を按分していくことで，ほぼ GEDA の産業分類に沿ったかたちに按
分できる。ただし，サービス業における政府部門の統計がないため，（23C）
Other Services と（24）Public administration and defense を按分することがで
きない。
3　人口
　Philippine Statistics Yearbook 2010 に掲載されている2007年と2000年の数値
を用いて地方別の人口成長率を計算し，2005年時点の人口を求めた。
4　面積







nomic Survey of Singapore”の部門別 GDP により，製造業以外は GEDA の
産業分類に近いかたちで分割できる。ただし，サービス部門における政府部
門の数字がないため，（23C）Other Services と（24）Public administration and 
defence を按分することができない。製造業については，Performance of 
Manufacturing Activities の数字を用いることで，Transport Equipment 以外は
分割できる。Transport Equipment については，“Economic Survey of Singa-
pore”内の Principal Statistics of Manufacturing by Industry Cluster の数字を用
いて按分することで，（018A）Motor vehicles と（019）Other Manufacturing 
Products を分割できる。
3　人口
　Yearbook of Statistics, Singapore の Mid-Year Population, Total の数字を用いた。
4　面積
　Yearbook of Statistics, Singapore の Land Area の数字を用いた。
13．カンボジア
1　地理区分





付加価値はアジア開発銀行（Asian Development Bank: ADB）の“Key Indica-
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tors for Asia and the Pacific”の産業別付加価値を，それぞれの産業の県別就
労者数の割合で按分した。按分に使用した産業・県別就労者数は次のデータ
に基づく。
　　（ⅰ） 農林水産業：2008年の人口センサス（“General Population Census 
2008”）。














































轄市がある。2005年時点では，2004年 ₁ 月の行政区変更があり，Lai Chau 省
が Lai Chau 省と Dien Bien 省に，Dac Lak 省が Dac Lak 省と Dak Nong 省に
分割されていることから，合計は63となっている。
2　産業別 GRP
　GRP は Socio-economic Statistical Data of 63 Provinces and Cities に収録され
ている2005年の農業・工業・サービス業の ₃分類の省別 GDP を用いた。各
省別の産業別 GRP は，“Annual Statistical Censuses & Surveys: Enterprises”
の個票データを地域別・産業別に集計したうえで按分した。
3　人口・面積
　Socio-economic Statistical Data of 63 Provinces and Cities より収録した。
17．インド
1　地理区分




て採用した。ただし，Dadra & Nagar Haveli, Daman, Diu, Lakshadweep につ
いては，GRP のデータがない。また，Delhi については ₉区画を ₁区画に，
104
Mumbai, Bangalor, Midnapore は ₂区画を一つに統合している。
2　産業別 GRP
　現時点で，インドの経済地理データを県レベルで作成するには，Indicus 
Analytics Pvt. Ltd. が作成している“District GDP of India”から県別 GRP・
産業別を利用する必要がある。このデータを用いることで，1製造業が ₁部
門となっている，2 GEDA の産業分類の（22）Trade and transport, Commu-
nication と（23A）Accommodation and food service activities が分離できないほ
かは県別産業別 GRP を作成できる。2については，これ以上按分する方法




















GRP は公式統計が存在していないことから，“Business Registration 2009”
の産業別雇用者数を地域別に集計したうえで按分に用いた。
3　人口・面積
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＜インターネット＞
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National Statistical Centre. “Economic Census 2006.”
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Hanoi: Statistical Publishing House.
＜電子媒体＞
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＝ Borderi ＋ a ln
Distanceij
Distanceii
＋ b ln Costij


























ただし，ui は国 i の固定効果を表しており，これは理論的には，Border と
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は GTAP 8 Data Base から入手しており，具体的には次のように両消費変数を
構築している。第 ₁に，Xijs は以下のように計算される（s は産業を表す添え字）。
Xijs＝ΣkVIWSij（s, k）
VIWSij （k, s）は GTAP データベースから得られる変数であり，j 国で生産さ
れた財 s の i 国 k 産業による輸入総額（世界価格表示）である。第 ₂に，Xiis
は以下のように計算される。
Xijs＝VDPMi（s）＋VDGMi（s）＋ΣkVDFMi（s, k）
VDPMi（s）は i 国における国内家計による国内貿易財 s の購入総額（市場価
格表記）であり，VDGMi（s） は i 国における国内政府による国内貿易財 s の
購入総額（市場価格表記），VDFMi（k, s） は i 国における国内産業 k の企業に
よる国内貿易財 s の購入総額（市場価格表記）である。GDP および一人当た






表 4 -A ₁ 　推定結果
　 農業 製造業 サービス業
GDP ratio 0.968＊＊＊ 1.346＊＊＊ 0.677***
［0.020］ ［0.011］ ［0.008］
Language 1.115＊＊＊ 0.684＊＊＊ 0.146＊＊＊
［0.126］ ［0.070］ ［0.048］
Colony 0.508＊＊ 0.173 0.268＊＊＊
［0.204］ ［0.114］ ［0.078］
Contiguity 1.821＊＊＊ 1.090＊＊＊ 0.464＊＊＊
［0.186］ ［0.103］ ［0.071］
Distance ratio －0.555＊＊＊ －1.000＊＊＊ －0.016
［0.086］ ［0.036］ ［0.038］
Cost －0.743＊＊＊ －0.576＊＊＊ －0.459＊＊＊
［0.194］ ［0.206］ ［0.068］
GDP per capita ratio －0.593＊＊＊ 0.134＊＊＊ 0.301＊＊＊









　 　 （0.053） 　
観測値数 4,592 23,460 4,692
自由度修正済決定係数 0.6076 0.6192 0.8508
（出所）筆者作成。
（注）＊＊＊は ₁ ％有意，＊＊は ₅ ％有意を示す。このほか，定数項や輸入国ダミー
が加えられている。［　］内は標準誤差を示す。
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国は，WTO や UNCTAD のウェブサイト等から特定されており，そこでの
情報は一時点に限ったものである。したがって，それ以前，またそれ以後の
対象国の変化は反映されていない。また，対象国でもあっても，国際競争力
に応じて，一部の製品では一般特恵関税の利用を認められないケースもある
が，そのような対象国間の違いもまた反映されていない。全体として，一般
特恵関税に対するこうした扱いもまた，われわれの関税率を過少評価する方
向に働くと予想される。第 ₃に，一部の国は，必ずしも利用可能なすべての
関税スキームに関する関税率を報告しているわけではない。とくに，地域貿
易協定税率に関する情報が完全でないケースがある。この場合，より低い関
税率の情報が失われていることになるため，われわれの関税率を過大評価す
ることになる。

